
（単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部 

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

53,093 42,773

現 金 及 び 預 金 3,578 支 払 手 形 59

受 取 手 形 2,906 電 子 記 録 債 務 752

電 子 記 録 債 権 8,956 買 掛 金 26,311

売 掛 金 27,230 短 期 借 入 金 9,461

商 品 5,877 一年内返済予定の長期借入金 3,496

前 払 費 用 33 未 払 金 979

短 期 貸 付 金 1,822 未 払 費 用 12

未 収 入 金 2,408 未 払 法 人 税 等 633

そ の 他 279 契 約 負 債 101

預 り 金 130

賞 与 引 当 金 760

役 員 賞 与 引 当 金 66

そ の 他 8

固 定 資 産 21,704

有形固定資産 5,861 14,031

建 物 3,164 長 期 借 入 金 12,454

構 築 物 89 繰 延 税 金 負 債 895

機 械 及 び 装 置 116 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 329

車 両 及 び 運 搬 具 1 資 産 除 去 債 務 19

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 192 受 入 保 証 金 332

土 地 2,248

建 設 仮 勘 定 48

無形固定資産 260

特 許 権 0 負　債　合　計 56,805

借 地 権 93 純　　資　　産　　の　　部

電 話 加 入 権 等 23

ソ フ ト ウ ェ ア 143 株 主 資 本 15,722

資 本 金 1,110

投資その他の資産 15,582

投 資 有 価 証 券 8,192 資 本 剰 余 金 515

関 係 会 社 株 式 6,177 資 本 準 備 金 515

関 係 会 社 出 資 金 501

長 期 貸 付 金 243 利 益 剰 余 金 14,101

破 産 更 生 債 権 等 6 利 益 準 備 金 277

差 入 保 証 金 116 その他利益剰余金 13,823

リ ー ス 投 資 資 産 145 配 当 積 立 金 150

そ の 他 239 買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 408

貸 倒 引 当 金 △ 39 別 途 積 立 金 6,010

繰 越 利 益 剰 余 金 7,255

自 己 株 式 △ 4

評価・換算差額等 2,269

その他有価証券評価差額金 2,245

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 24

純　資　産　合　計 17,992

資　産　合　計 74,797 負 債 ・ 純 資 産 合 計 74,797

（注）１．重要な会計方針及び注記については株主資本等変動計算書の次に一括記載しております。

　　　２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

流 動 資 産

貸　借　対　照　表
(2022年3月31日現在)

流 動 負 債

固 定 負 債
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（単位：百万円）

　

116,051

108,137

7,913

6,786

1,127

営 業 外 収 益 1,350

受 取 利 息 及 び 配 当 金 814

賃 貸 料 収 入 308

雑 収 入 227

営 業 外 費 用 404

支 払 利 息 150

為 替 差 損 0

売 上 割 引 57

賃 貸 料 収 入 原 価 185

雑 損 失 9

2,073

特 別 利 益 414

固 定 資 産 売 却 益 314

投 資 有 価 証 券 売 却 益 99

特 別 損 失 92

固 定 資 産 除 売 却 損 27

投 資 有 価 証 券 評 価 損 47

関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 17

2,396

法人税、住民税及び事業税 829

法 人 税 等 調 整 額 △ 135 693

1,702

（注）１．重要な会計方針及び注記については株主資本等変動計算書の次に一括記載しております。

　　　２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

損　益　計　算　書

科          目

自　2021年 4月 1日

経 常 利 益

営 業 利 益

至　2022年 3月31日

金 額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
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（単位：百万円）

資本剰余金

配 当
積 立 金

買 換 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

2021年4月1日残高 1,110    515      277      150      420      6,010    5,749    12,607   

会計方針の変更による累積的影響額 △0      △0      

会計方針の変更を反映した当期首残高 1,110    515      277      150      420      6,010    5,749    12,607   

事業年度中の変動額

買換資産圧縮積立金の取崩 △11     11       -        

剰余金の配当 △208    △208    

当期純利益 1,702    1,702    

自己株式の取得 -        
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 -        -        -        -        △11     -        1,505    1,493    

2022年3月31日残高 1,110    515      277      150      408      6,010    7,255    14,101   

2021年4月1日残高 △4      14,229   2,762    23       2,785    17,014   

会計方針の変更による累積的影響額 △0      △0      

会計方針の変更を反映した当期首残高 △4      14,228   2,762    23       2,785    17,014   

事業年度中の変動額

買換資産圧縮積立金の取崩 -        -        

剰余金の配当 △208    △208    

当期純利益 1,702    1,702    

自己株式の取得 △0      △0      △0      
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △517    1        △515    △515    

事業年度中の変動額合計 △0      1,493    △517    1        △515    977      

2022年3月31日残高 △4      15,722   2,245    24       2,269    17,992   

（注）１．重要な会計方針及び注記については株主資本等変動計算書の次に一括記載しております。

　　　２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

純資産合計
評価・換算
差額等合計

株主資本 評価・換算差額等

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

株主資本等変動計算書

資本金
資本準備金

利益
準備金

自　2021年 4月 1日
至　2022年 3月31日

利益
剰余金
合計

その他利益剰余金

株主資本

利益剰余金
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Ⅰ 重要な会計方針 

 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

 

３ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。 

(1) 直送品及び輸出商品 

個別法 

(2) その他の商品 

総平均法 

 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物付属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物        ２～50年 

構 築 物        ２～50年 

機械及び装置        ４～17年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）の耐用年数は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっております。 

 

５ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当事業年度に見合う支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき当事業年度末における要支給額を計

上しております。 
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６ 収益及び費用の計上基準 

当社は、主に化学製品の仕入・販売を行っております。 

商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しておりま

す。ただし、国内の販売については、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間である場合は出荷した時点で収益を認識しております。 

なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する

商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。 

 

７ ヘッジ会計の処理 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、ヘッジ会計の要件を満たす為替予約については、振当処理

を行っており、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 

為替予約      外貨建金銭債権債務 

金利スワップ    借入金利息 

(3) ヘッジ方針 

外貨建取引に係る債権債務について為替変動に備えるため、必要に応じて実需の範囲内で先物為替予約

を行っており、また、長期借入金について金利変動に備えるため、金利スワップ取引を行っております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約取引については、予約締結時に、リスク管理方針に従い、ヘッジ対象に同一通貨建てによる同

一金額で同一期日の為替予約を振り当てており、その後のキャッシュ・フローの変動による相関関係は完

全に確保されることから、また、金利スワップについては、金利スワップの特例処理の要件に該当するこ

とから、それぞれ決算日におけるヘッジの有効性の評価を省略しております。 

 

８ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記 

  (1)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用しております。これにより、商品の販売について、従来は、出荷時

に収益を認識しておりましたが、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しており

ます。 

   なお、商品販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品

と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。 

   収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項但し書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

   この結果、当事業年度の期首の純資産の帳簿価額に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変

動計算書の繰越利益剰余金の期首残高は０百万円減少しております。 

   また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より

「契約負債」として表示しております。 

 

  (2)「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、当事業年度の計算書類

に与える影響はありません。 
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Ⅲ 貸借対照表に関する注記 

 

１ 関係会社に対する短期金銭債権 5,816百万円 

 

２ 関係会社に対する長期金銭債権 78百万円 

 

３ 関係会社に対する短期金銭債務 2,392百万円 

 

４ 関係会社に対する長期金銭債務 7百万円 

 

５ 有形固定資産の減価償却累計額 6,357百万円 

 

６ 担保に供している資産及び担保に係る債務  

(1) 担保に供している資産 

投資有価証券 927百万円 

(2) 担保に係る債務 

電子記録債務 62百万円 

買掛金 4,555百万円 

 

７ 保証債務 

 

保証先 保証金額（百万円） 保証債務の内容 

IKE TRADING CO.,LTD. 3,305 銀 行 借 入 等 に 対 す る 支 払 保 証 

OG TRADING(THAILAND)CO.,LTD. 279 銀 行 借 入 等 に 対 す る 支 払 保 証 

中和化学薬品㈱ 193 仕 入 債 務 に 対 す る 支 払 保 証 

長瀬欧積有色化学(上海)有限公司 81 銀 行 借 入 等 に 対 す る 支 払 保 証 

オー・ジー長瀬カラーケミカル㈱ 65 仕 入 債 務 に 対 す る 支 払 保 証 

合計  3,926  
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Ⅳ 損益計算書に関する注記 

 

１ 関係会社に対する売上高 8,527百万円 

 

２ 関係会社からの仕入高 10,829百万円 

 

３ 関係会社との営業取引以外の取引高 1,195百万円 

 

 

 

Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記 

 

自己株式の種類及び数に関する事項 

                                           (単位；株) 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式 10,904 800 ― 11,704 

 （注）当事業年度増減の内訳 

     単元未満株式の買取による増加         800株 

 

Ⅵ 税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

土地  65百万円 

賞与引当金  232百万円 

未払社会保険料  33百万円 

貸倒引当金  12百万円 

役員退職慰労引当金  100百万円 

投資有価証券  263百万円 

ゴルフ会員権  24百万円 

資産除去債務  6百万円 

未払事業税  35百万円 

その他  46百万円 

繰延税金資産小計  819百万円 

評価性引当額 △ 307百万円 

繰延税金資産合計  512百万円 

繰延税金負債 

退職給付信託設定益 △  194百万円 

有形固定資産圧縮額 △ 179百万円 

その他有価証券評価差額金 △ 989百万円 

その他 △ 45百万円 

繰延税金負債合計 △ 1,408百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 △ 895百万円 
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Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記 

 

  子会社及び関連会社 

（単位：百万円） 

属性 会社等の名称 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内

容 
取引金額 科目 期末残高 

子会社
 

IKE TRADING CO.,LTD.
 

所有 

直接100.0％ 

債務保証 

役員の兼任２人
 

債務保証 

保証料の受入 

3,305 

1 

― 

― 

― 

― 

子会社 茶谷産業㈱ 
所有 

直接100.0％ 

商品の販売・購入 

役員の兼任２人 

資金の貸付 

利息の受取 

313 

8 

短期貸付金 

未収利息 

353 

4 

  （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

      (1) IKE TRADING CO.,LTD.の銀行借入につき債務保証を行うものであり、年率0.1％の保証料を受領しておりま

す。 

      (2) 貸付金利は市場金利を勘案して決定しております。なお、茶谷産業㈱に対する資金の貸付は、キャッシュ

・マネジメント・システム契約を締結しており、頻繁に資金の貸付、返済を行っておりますので、取引金額

は期中平均残高を記載しております。 

      

 

 

Ⅷ １株当たり情報に関する注記 

 

１株当たり純資産額 1,552円56銭 

１株当たり当期純利益 146円91銭 

 

 

Ⅸ 収益認識に関する注記 

 （顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報） 

   連結計算書類の注記「（収益認識に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお

ります。 

 


